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要   旨  
 
  2010 年 8 月に署名された新日蘭租税条約はわが国が仲裁規定（租税条約仲裁）をお
いた初めての租税条約である。 この仲裁制度の特色は仲裁を相互協議手続の一環として





















条５項に導入された仲裁規定の意義－ OECD の事例検討を手掛かりに－」国際課税 2010
年５月号 222 頁以下、村井正「租税条約をめぐる紛争解決のあり方－仲裁手続の導入
をめぐって－」税務広報 39 巻 12 号（1993）６頁以下、駒宮史博「租税条約に係る紛争
処理制度のための比較研究」ジュリスト 1257 号（2003）113 頁以下がある。


























































これは OECD モデル租税条約 25 条 5 項をそのまま採用したものである。念
のため同５項を挙げておく。*6 金子宏「相互協議における権限ある当局者間の合意の効力」 『租税法理論の形成と
解明』 （2010） 所収 239 頁、 伊藤剛志 「相互協議に関するいくつかの問題」 RIETI Discussion
Paper Series 10-J-053(2010)参照。
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5. Where, a) under paragraph 1, a person has presented a case to the competent authority of a Contracting
State on the basis that the actions of one or both of the Contracting States have resulted for that person in
taxation not in accordance with the provisions of this Convention, and b) the competent authorities are unable
to reach an agreement to resolve that case pursuant to paragraph 2 within two years from the presentation of
the case to the competent authority of the other Contracting State, any unresolved issues arising from the case
shall be submitted to arbitration if the person so requests. These unresolved issues shall not, however, be
submitted to arbitration if a decision on these issues has already been rendered by a court or administrative
tribunal of either State. Unless a person directly affected by the case does not accept the mutual agreement that
implements the arbitration decision, that decision shall be binding on both Contracting States and shall be
implemented notwithstanding any time limits in the domestic laws of these States. The competent authorities of













く協議） 、 「解釈適用協議」 （条約の解釈・適用につき当事国の権限ある当局の
申立てに基づく協議） 、 「立法的協議」 （条約に定めのない場合に、二重課税を*7 金子宏「相互協議（権限ある当局間の協議および合意」 ）と国内的調整措置－移転

































*10 OECD, op.cit(note 1)., pp.97ff.






























UK-Ireland agreement of 14 April 1926）であり、そこでは世界に先駆けて仲裁によ
って協定の解釈に起因する問題について最終的な決定を行うと定められた。
しかし、英国・アイルランド所得税協定は突然生まれた事象ではない。それ
に先立つ 1924 年に国際連盟が採択したモデル二重課税協定（The 1924 Model*12 その後 1981 年の IFA のベルリン大会で相互協議手続が取り上げられ、その中で仲
裁規定を置くことが IFA に提案され、また 1984 年には ICC において仲裁導入を提案す
る論文（position paper）が公表された。Gustaf Lindencrona,"Recent Development of Tax Treaty
Arbitration," in Resolution of Tax Treaty Conflicts by Arbitration, Proceeeding of a Seminar held in
Florence, Italy, in 1993 during the 47th Congress of the International Fiscal Association(1994), pp.3-4.
参照。
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び 1960 年の総会では、国際租税法廷（international tax court）の問題が再度取り
上げられ、1960 年の総会は国際租税法廷の必要性を明確に提言した
*12。
しかし、この流れは公的機関では受け入れられなかった。1963 年に OECD に
おいてはじめてモデル租税条約が採択されたが、租税条約の紛争処理方式とし
て相互協議手続を規定するにとどまり、司法的性格の紛争処理手続は規定され






後、OECD では、1984 年に「移転価格と多国籍企業（Transfer Pricing and Multinational
Enterprses） 」と題する報告書が作成されたが、各国政府代表は相互協議に優越*13 United Nations Ad hoc Group of Experts on International Cooperation in Tax Matters, Transfer
Pricing: The EC Arbitration Convention as a Dispute Resolution Mechanism(T/SG/AC.8/2001/CRP.13),








条５項） 。その後、米国が 2001 年までに８つの、仲裁規定付きの租税条約を結
び（すべて仲裁付託には両当事国の合意が必要とされ、 「ベースボール方式」










て、21 世紀に入ると OECD 租税委員会に仲裁の検討が始まり、2008 年の OECD
モ デ ル 租 税 条 約 に お い て 相 互 協 議 手 続 の 一 環 と し て 仲 裁 手 続 が 採 用 さ れ た
（The 2008 Update to the Model Tax Convention） 。2010 年の新日蘭租税条約での仲裁

























こで X 社は、A 国に対して相互協議の申し入れを行い、A、B 両国間の相互協
議の場で適正価格が決まれば二重課税状態は解消される。しかし、A 国が認定












し、このような紛争は A 国と B 国の利害が衝突しているために話し合いで解
決することが難しい場合があり、しかも解決されなくても課税庁はあまり困ら
ず、他方納税者が二重課税の不利益を負うことから、仲裁手続の必要が産業界*15 Michael J. McIntyre, "Comments on the OECD Proposal for Secret and Mandatory Arbitration of
International Tax Disputes," Florida Tax Review, Vol.7(2006), pp.624-627.参照。
*16 これ以外の仲裁のメリットについては、川端前掲論文 64 頁参照。
*17 Ad Hoc Group of Experts on International Cooperation in Tax Matters Tenth meeting, Arbitration in
































きかという点に関わる。*19 水野忠恒『国際課税の制度と理論』 （2000）225 頁、伊藤前掲論文 14-15 頁、増井良
啓「租税条約上の仲裁に関するＩＦＡ報告書」ジュリスト 1244 号(2003)278 頁参照。
*20 Natalia Quinones Cruz, "International Tax Arbitration and the Sovereignty Objection: The South
American Perspective," Tax Notes International, No.533(2008),pp.534-540.参照。



































































































*24 増井良啓「租税条約上の仲裁に関するＩＦＡ報告書」ジュリスト 1244 号(2003)278
頁以下参照。































































































第三者意見（アミカス・キュリエ）の提出を認めることもすでに行われ、仲裁*26 Alessandra Asteriti and Christian J. Tams, "Transparency and Representation of the Public Interest in
Investment Treaty Arbitraion," in Stephan W. Schill ed., International Investment Law and Comparative
Piblic Law(2010), pp.787ff.参照。
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14.仲裁決定*27OECD, op.cit(note 1)., p.108.









































国際条約の解釈を、ウィーン条約 31 条から 33 条までの規定に準拠して行う
ことは、国際法の規則である。この点を踏まえると本規定は次の２つの特色が

















































OECD モデル租税条約コメンタリーや OECD 多国籍企業及び税制運営のため
の移転価格ガイドラインは、OECD 内の機関が採択した文書であり、ウィーン

































と自身が問題である。同じ条約を解釈するにもかかわらず機関が異なることで*31 Margaret L. Moses, The Principles and Practice of International Commercial Arbitration(2008),
p.193; William W. Park, "Control Mechanism in International Tax Treaty Arbitration," in Resolution of


































































































済法学会年報 17 号（2008）106 頁以下参照。
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規則も使われる。いずれの場合も、仲裁判断は投資協定の法的拘束力によって





















































































































































らし、OECD モデル租税条約の序論28から36 . 1までに述べられるとおり、定期的に改定される- 29 -
OECD モデル租税条約コメンタリーに配意しつつ、判断する。同様に、独立企業原則の適用に関
する事項は、OECD 多国籍企業と税務当局のための移転価格ガイドラインに配意して判断される
ものとする。
また、仲裁人は、両締約国の権限のある当局が付託事項で明示的に挙げるその他の根拠を考慮
する。
14．仲裁決定
仲裁決定は、仲裁人の単純多数決で決せられる。仲裁のための委員会の決定は、文書で提示さ
れ、両締約国の権限のある当局が決定した場合には、依拠した法の出所及び結論に至った理由
が示される。いずれか一方の締約国の権限のある当局から要請があった場合には、仲裁のため
の委員会の長は、両締約国の権限のある当局に対して、当該仲裁のための委員会における議論
の概要を示す。 条約の議定書12d)(i)の規定に従い、仲裁のための委員会の決定は、先例とし
ての価値を有しない。仲裁決定は、仲裁の要請を行った者及び両締約国の権限のある当局が公
表の形式及び内容に関して書面により同意しない限り、公表されない。
15．仲裁決定の通知のために認められる期間
仲裁決定は、仲裁のための委員会の長が事案の検討を開始するために必要なすべての情報を受
領した旨を両締約国の権限のある当局及び仲裁の要請を行った者に対して書面で通知した日の
翌日から180日以内に、両締約国の権限のある当局及び当該仲裁の要請を行った者に対して通知
される。
この15の前段にかかわらず、最後の仲裁人が任命された日の翌日から60日以内に、又は最初の
二人のうち後に任命された仲裁人が任命された日の翌日から60日以内に第三の仲裁人が任命さ
れなかった場合には最後の仲裁人が任命された日の翌日から40日以内に、仲裁のための委員会
の長が両締約国の権限のある当局のうち一方の同意を得て他方の締約国の権限のある当局及び
仲裁の要請を行った者に対し事案の検討を開始するために必要なすべての情報を受領していな
い旨を書面で通知した場合において、
a）当該仲裁のための委員会の長がその通知が送付された日の翌日から60日以内にその必要な情
報を受領したときは、仲裁決定は、当該仲裁のための委員会の長がその必要な情報を受領した
日の翌日から180日以内に、両締約国の権限のある当局及び当該仲裁の要請を行った者に対し通
知される。また、
b) 当該仲裁のための委員会の長がその通知が送付された日の翌日から60日以内にその必要な情
報を受領しなかったときは、両締約国の権限のある当局が別の決定をしたときを除くほか、当
該仲裁のための委員会の長が後にその必要な情報を受領したときであっても、仲裁決定は、そ
の情報を考慮に入れることなく行われ、その通知が送付された日の翌日から240日以内に、両締
約国の権限のある当局及び当該仲裁の要請を行った者に対し通知される。- 30 -
予見不能の事象により、仲裁決定が定められた期間内に通知されないおそれがある場合には、
両締約国の権限のある当局及び事案によって直接に影響を受ける者は、この15に掲げる期間を、
合意した期間延長することができる。
16．定められた期間内に決定の通知が行われなかった場合
仲裁決定が15に掲げる期間内に両締約国の権限のある当局に通知されなかった場合には、両締
約国の権限のある当局及び事案によって直接に影響を受ける者は、180日を上限として当該期間
の延長に合意することができる。これらの者が15に掲げる期間の末日の翌日から30日以内にそ
の合意を行わない場合には、両締約国の権限のある当局は、5に従って、一以上の新たな仲裁人
を任命する。
17．仲裁決定の確定
仲裁決定は、条約第24条5の規定、条約の議定書12の規定又は仲裁決定に合理的に影響を及ぼし
たであろうと認められる付託事項若しくはこの取決めに含まれる手続規則のいずれかに違反す
ることにより、当該仲裁決定がいずれか一方の締約国の裁判所において無効であるとされる場
合を除くほか、確定する。仲裁決定がこれらの理由のいずれかによって無効であるとされる場
合は、仲裁の要請及び仲裁手続は、行われなかったものとする（ただし、7及び12を除く。 ） 。
18．仲裁決定の実施
両締約国の権限のある当局は、仲裁に至った事案に関し相互協議の合意を行うことにより、仲
裁決定の通知が行われた日の翌日から180日以内に、当該仲裁決定を実施する。
両締約国の権限のある当局及びその事案によって直接に影響を受ける者は、仲裁決定の通知か
ら実施までの期間を、合意した期間延長することができる。
19. 仲裁決定が提供されない場合
14, 15及び 16にかかわらず、条約の議定書12e)の規定に従い、仲裁の要請が行われた後で、か
つ、仲裁のための委員会がその決定を両締約国の権限のある当局及び当該仲裁の要請を行った
者に送達する前に、両締約国の権限のある当局が仲裁に付託されたすべての未解決の事項を解
決した旨の通知を仲裁人及び当該仲裁の要請を行った者に対して書面で行う場合には、当該事
案は、条約第二十四条2の規定に従って解決されたものとし、仲裁決定は行われない。
20. 最終規定
この取決めは、条約第二十四条5の規定が効力を生じることとなった後に、同規定に従ってなさ
れる仲裁の要請に対して適用される。
その仲裁の要請が条約の議定書12f)の規定を適用してなされるものである場合には、この取決
めが準用される。条約の効力発生前に、一方の締約国の権限のある当局に対して事案の申立て
が行われ、他方の権限のある当局に対して2に掲げる情報が提示された場合には、当該事案は、- 31 -
この条約の効力発生の日に他方の権限のある当局に申し立てられたものとする。
両締約国の権限のある当局は、書簡の交換により、この取決めを修正し、又は補足することが
できる。